令和６年度鹿児島県高度デジタル外国人材獲得モデル事業に係る日本語教育業務
委託企画提案募集要領

１　業務の目的・主旨
　　県内企業で働く高度デジタル外国人材と企業の円滑なコミュニケーションのため，日本語教育や文化，マナー等に関する教育を実施するものであり，令和５年度に鹿児島県高度デジタル外国人材獲得モデル事業（以下，「本事業」という。）を活用して県内企業へ就職したバングラデシュＩＴ人材に対する，採用後の日本語教育を実施する。

２　業務委託の概要
1 　業務名
　令和６年度鹿児島県高度デジタル外国人材獲得モデル事業に係る日本語教育業務委託
2 　履行期限
　令和７年３月14日（金）
3 　業務概要
　別添仕様書のとおり

３　応募における資格要件
　　次に掲げる条件を全て満たす者とする。
　⑴　 鹿児島県に主たる事業所等を有する者であること。
2 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
3 　鹿児島県から指名停止措置を受けている者ではないこと。
4 　経営不振の状態（会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項に基づき更生手続き開始の申立てをしたとき，民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第1項に基づき再生手続開始の申立てをしたとき，手形又は小切手が不渡りになったとき等。ただし，鹿児島県が経営不振の状態を脱したと認めた場合を除く。）にない者であること。
5 　暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している者ではないこと。
また，次のいずれかに該当する者でないこと。
1 　暴力団員等（鹿児島県暴力団排除条例（平成26年鹿児島県条例第22号）第2条第3号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
2 　自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者
3 　暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わず，金銭，物品，その他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与している者
4 　暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者
5 　暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用している者
6 　アからオまでに掲げる者の依頼を受けて，応募しようとする者
6  都道府県税，消費者及び地方消費税を滞納していないこと。
7  鹿児島県との連絡調整が可能であり，緊急時には迅速な対応が可能であること。
8  委託業務の実施に関するノウハウを有し，かつ当該委託業務を円滑に遂行することが可能であること。
9 　政治団体，宗教上の組織若しくは団体，その他知事が適当で無いと判断するものを除く。

４　委託費
　　６００千円以内（消費税及び地方消費税含む）

５　委託業務に係る今後のスケジュール
　⑴　企画提案募集開始　　　　　　　　　令和６年７月12日（金）
　⑵　企画提案の質問受付期限　　　　　　　　　　７月18日（木）午後５時
　⑶　質問回答の県ホームページへの掲載　　　　　７月19日（金）
　⑷　企画提案参加申込書提出期限　　　　　　　　７月26日（金）午後５時
　⑸　企画提案書等提出期限　　　　　　　　　　　８月２日（金）午後５時
　⑹　受託事業者決定　　　　　　　　　　　　　　８月上旬

６　応募方法
　⑴　提出書類
1 　企画提案参加申込書
　　　　 　企画提案への応募について，別添「企画提案参加申込書」(様式２)により，FAXまたはE-mailで提出する。提出後に必ず電話確認を行うこと。
2   企画提案書
ア　企画提案書提出届（様式３）　　
イ　企画提案書　　　　　　　　　　
　　以下の内容を含む提案とすること。
(ア)　企画案
　　　　　 ・　本業務の目的や仕様書の内容を考慮した上で，企画提案する業務の概要，作業工程や実施方法を具体的に提案するほか，必要に応じて根拠となる資料を添付すること。
　・　追加提案
本仕様に定めのない内容であっても，本件事業の充実・促進に資すると判断できる追加提案があれば，積極的に提案すること。
(イ)　事業実施スケジュール
(ウ)　事業実施体制
　　     　本件事業を実施する体制，日本語教員資格者数，各スタッフの役割
を示すこと
(エ)　類似業務実績
(オ)　その他
　  ・　企画提案書は，Ａ４横書きとする。
・　提出する全ての書類は，長辺に２穴パンチをあけ，カバーをつけない
こと。
　　　　　 ・　持参または郵送により提出すること。
ウ　見積書　　　　　　　
各積算項目の単価及び数量内訳を記載し，全ての費用を積算すること。
なお，提案に当たっては，上記「４　委託費」を上限として積算すること。
　　　エ　応募資格誓約書（様式４）
オ　誓約書及び役員等名簿（様式５）    
　　　　　上記３⑸について，鹿児島県警本部に照会するために使用する。
　　　　　なお，鹿児島県の入札参加資格者等名簿に記載されている場合は提出する必要はない。
　⑵　提出の条件
1  企画書の提案は，１者につき１案に限る。
2  提出された企画書は返却しないこととし，提出後の修正は認めない。
3  採用された企画書の使用権は，県に帰属する。
4  受託者決定後は，県と十分に協議しながら事業内容を決定することとし，企
画の一部を修正または変更する場合がある。
5  企画書作成に関する経費は，企画提案者の負担とする。
6  必要により，追加資料提出の要請やヒアリング等を実施することがある。
7  企画提案書は，受託者選定作業等必要な範囲において，複製することがある。
8  選定した提案内容については，行政機関が取得した文書について開示請求が 
あった場合は，当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがないもの
については，開示対象となる場合がある。

７　応募書類の提出等
　⑴　提出部数
　　・企画提案参加申込書，応募資格誓約書，見積書　各１部
　　・企画提案書提出届，企画提案書　各５部
　　・誓約書及び役員名簿　１部（役員名簿については，該当する場合のみ）
８　選考・決定（委託契約）方法
　⑴　審査・選考の方法
　　　提出された企画提案に対する審査委員会を開催し，書類審査の結果，最も内容が優れているとされた企画提案書を提出した者を最優秀提案者として選定する。（※プレゼンテーションは行わない。）なお，審査に際し，企画提案書の内容等について確認を要する事項がある場合には，企画提案者に対し問い合わせる。
　⑵　審査・選考基準については，次の各号に合致するものとし，審査に際し，別に定めるものとする。
1 事業の趣旨，内容に沿った企画提案であること。
2 実施体制などを含めて，業務遂行が確実なものであること。
3 必要経費などが適正に計上されていること。
⑶　選考結果
　　　選考結果は，企画提案者全員に対して書面により通知する。
　　　なお，審査結果についての異議申し立ては，一切受け付けない。

９　応募に係る質問について
　　質問は，別添「質問書」（様式１）により，FAXまたはE-mailで提出する。（電
[bookmark: _GoBack]話による質問は受け付けない。）提出後に必ず電話確認を行うこと。
　　質問受付期限は上記５⑵のとおり。
　　質問に対する回答は，質問者に対して，上記５⑶までにE-mailにて行い，県ホ
ームページにも掲載する。
なお，連絡の際の件名は「令和６年度日本語教育業務委託に係る企画提案について」とする。

10　その他留意事項
当事業による成果物の権利（版権，著作権等）は県に帰属するものとする。

11　応募・問合せ先
　　〒890-8577　鹿児島県鹿児島市鴨池新町10番１号
　　鹿児島県商工労働水産部　外国人材政策推進課
　　外国人材確保推進係　岩下
TEL:099-286-3080　FAX:099-286-3599
Ｅメールアドレス：g-kakuho@pref.kagoshima.lg.jp
